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はじめに
　政府主導により行われた「平成の大合併」は住民生活に大きな影響を
与えた（以下，市町村合併を「合併」と略記）。総務省（旧自治省）や都道府県
が合併を推進し，合併特例債などの手厚い財政支援と「三位一体の改
革」による地方交付税の削減という，いわばアメとムチによる合併推進
策で半ば強制的な特徴を有していた。また，これを機に合併の是非を問
う住民投票や合併協議会の直接請求など直接民主制の広がりが基礎自治
体に巻き起こったことも事実である。この住民にとって身近な合併議論
により，住民が自治体の意思決定に従来よりも積極的に関わることとな
り，住民自治が大きく前進するという要素もあった。地方自治法上，市
町村合併には地方議会の議決が必要であり，地域の将来の方向性を決め
る重要な決断をするのにあたって，住民に対して地方議会の活動が晒さ
れ，議論の方法や最終的な議決の重さについて改めて考えるきっかけに
なった。
　この背景には，地方自治には国政とは異なり直接民主制が多く導入さ
れている制度設計が深く関係している。憲法第92条にある「地方自治の
本旨」とは，団体自治と住民自治のことであると一般的に解されており，
直接民主制は後者を具体化したものである。実際，条例の制定改廃の請
求，事務監査請求，公職者の解職請求や地方議会の解散請求（リコール
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請求），合併特例法による合併協議会の設置請求などが制度化されてい
る。また，地方議会の設置が憲法第93条で義務づけられているが，例外
的に地方自治法第94条で町村総会の設置が明記されており，住民が自治
体の意思決定に積極的に関わることもできる。
　この制度を作動させて住民が自治体の意思決定に積極的に参加するこ
とにより，住民の意思を行政に反映させることが近年活発になってい
る。例えば，原子力発電所や産業廃棄処分場などのいわゆる迷惑施設の
ほか，市町村合併といった自治体の将来に大きな影響を与える政策につ
いての決断をする際に，住民投票やリコール請求をはじめとする直接民
主制の制度が用いられる。これは，自治体の将来に大きな影響のある決
断を首長や議会のみで行うのではなく，主権者である住民の意思が重要
になってくるからである。
　山梨県富士川町も，国および県の方針の中，周辺自治体と首長をはじ
めとする執行部の動き，合併の枠組みをめぐり，鰍沢町か，南アルプス
市か，あるいは単独存続か，それぞれに将来の町の姿を思い描き激突す
る住民間の論争が町を埋め尽くした。町議会議員は，住民の意向を受け
た代理人としての考えと，自分の信念と判断を重視する受託者としての
考えという ₂ つが交錯し，議員間の主張は一本化することなく議論は平
行線をたどった。感情論も交じり合う議論は混迷を極めたものの，住民
の意思を確認すべく議員発議による住民投票が実施されることとなっ
た。これより住民の意思は得られたが，最終的に議会の多数決で住民投
票の結果とは異なる枠組みで合併が進められた
（1）
。議会が住民投票の結果
とは異なる決断を下した意味についても本稿において考察していく。
　本稿の構成は，第 ₁ 章で合併をめぐる動きについて旧増穂町を中心に
して述べたうえで，第 ₂ 章では町を二分することになった合併議論によ
り浮き彫りになった課題について触れていく。また第 ₃ 章では，合併を
めぐってはさまざまな住民参加の手法がとられたが，この方法について
の検証を行う。そして，第 ₄ 章では住民投票の結果とは異なる決断をし
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た町議会の行動についてその意味を考察する。最後に第 ₅ 章では，本稿
で述べてきた課題を念頭に置きながら，今後の住民参加と議会のあり方
について残された課題も含めて論じていくことにする。
　なお，本稿では合併をめぐる住民参加のあり方や議会における役割に
ついて検証を行うことを趣旨としているため，市町村合併の是非自体に
ついては触れていかないことにする。
第 １章　合併をめぐる動き
　本章では，市町村合併の動きについて山梨県内全体の様子を概観した
うえで，旧増穂町を中心にして述べていく。市町村合併は「市町村の合
併の特例に関する法律（合併特例法）」に基づき行われたものであるが，
平成17年 ₃ 月31日をもって旧法は失効している。その後，同年 ₄ 月 ₁ 日
より新法である「市町村の合併の特例等に関する法律」が施行されてい
る。富士川町の合併は旧法の頃から議論されていたが計画は頓挫してお
り，結果的に同町の合併は新法の適用によって行われている。ここでは，
合併特例法を旧法の時代と新法の時代に分けて，旧増穂町を中心とした
合併の動きについて時系列で確認していきたい。
　また，この合併議論をめぐっては，合併を不服とした住民によって裁
判所への提訴が行われ，司法の場にまでもつれこんだ。本章の最後では，
司法の場における合併の議論を確認しておきたい。
第 １節　山梨県内の市町村合併の動き（概観）
　平成の大合併は，平成11年 ₈ 月 ₆ 日付の自治事務次官通知「市町村の
合併の推進についての指針の策定について」に基づき動き出したもので
ある。これを受けて山梨県は，平成12年 ₃ 月に「山梨県市町村合併推進
要綱」を作成した。
　平成の大合併の終了時には27市町村（13市 ₈ 町 ₆ 村）にまで大幅に減少
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している。これは平成の大合併前の約42％の市町村数になった計算であ
り，全国的に見ても山梨県は市町村合併の “優等生” 的な存在となって
いる
（2）
。旧法が失効する平成18年 ₃ 月31日時点で，県内の市町村数は29市
町村（13市 ₉ 町 ₇ 村）にまで大きく減少している。つまり，旧法の適用終
了時点でほぼ現在の山梨県の姿になっている。
　平成18年 ₃ 月に山梨県は「山梨県市町村合併推進構想」を出し，早期
に実現すべき市町村合併の組み合わせとして，笛吹市と芦川村，増穂町
と鰍沢町などを挙げている。このうち，前者の組み合わせについては同
年 ₈ 月 ₁ 日に合併することがこの時点で決定している。一方，後者につ
いては両町の合併をめぐって増穂町では後述するように町を二分する状
態となっており，他の合併に大きく遅れて平成22年 ₃ 月 ₈ 日に合併をし
て，県内における平成の大合併は一応の終結をみた。
第 ２節　合併特例法（旧法）による動き
　旧法下での合併推進について，県は山梨県市町村合併推進要綱の中で
峡南北部 ₅ 町（三珠町，市川大門町，六郷町，増穂町，鰍沢町）の合併を示した。
これを受けて， ₅ 町は任意の合併協議会を立ち上げている。
　しかし，平成14年11月14日に三珠町が町民アンケートの結果を受けて
合併協議会から離脱した。また，増穂町では平成15年 ₂ 月に三珠町を除
いた ₄ 町の将来構想を示す住民説明会を実施後，同年 ₃ 月に住民意向調
査を行った。この結果，峡南北部 ₄ 町の合併に賛成が28％，反対が
59.8％となり，反対のうち，南アルプス市との合併を望む者が57％にの
ぼり，現在の富士川町を増穂町とともに構成する鰍沢町との合併を望む
者は11.8％にとどまった。これを受けて増穂町は，同年 ₃ 月24日の第 ₅
回合併協議会で協議を離脱する意向を示した。
　同年 ₄ 月，増穂町議会議員選挙が行われ，鰍沢町との合併推進派と南
アルプス市との合併推進派の議員が ₈ 対 ₇ （議長は中立としてカウントせ
ず）であり，ほぼ拮抗した議員構成となった。
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　また，同年 ₇ 月に増穂町長選挙が行われ， ₃ 月に実施された住民意向
調査の結果を踏襲する形で前町長の後継候補を破って，南アルプス市と
の合併を目指す河西榮三郎氏が当選した。そして，同年11月に南アルプ
ス市長に対して任意合併協議会の申し入れを行い，平成16年 ₁ 月に合意
している。
　一方の鰍沢町は，当初の峡南北部の合併協議の休止と市川大門町の協
議会離脱から合併協議会自体が廃止となり，行き場を失う格好となっ
た。そこで，平成16年 ₁ 月 ₆ 日に増穂町との合併協議の申し入れを行っ
た。
　また，住民の動きとして，同年 ₂ 月に増穂町と鰍沢町の住民代表は，
山梨県知事に対して住民発議に係る「同一請求の確認申請書」を提出し
て署名活動が開始され，同年 ₃ 月に同一請求者代表は増穂町と鰍沢町に
署名を提出した。同年 ₄ 月には両町の住民代表が同一請求者代表とし
て，それぞれの町長に対して「増穂町・鰍沢町合併協議会設置請求書」
を提出した。
　 ₅ 月に鰍沢町議会， ₆ 月に増穂町議会で「増穂町・鰍沢町合併協議会
設置案」を可決した。しかし，増穂町では住民意向調査と町長選の結果
のとおり南アルプス市との合併を望む声も多く，当時の町長は南アルプ
ス市との合併を掲げて当選したため，鰍沢町との合併協議会の設置を議
決した町議会の動きとは別に，南アルプス市長に対して任意合併協議会
の設置を依頼した。ただ，南アルプス市長は市内での住民意向調査など
も踏まえて任意合併協議会の設置などの合併協議を凍結すると回答し，
事実上南アルプス市との合併は消滅した。
　このような状況の中，増穂町内では南アルプス派と鰍沢派が二分され
たままで，町長も方向転換する大義もなく，議会での議論の末，議員発
議で「増穂町が鰍沢町と合併することについての町民の意思を問う住民
投票条例案」を可決した。なお，これに併せて住民投票結果を尊重する
決議案を議員発議で提出されたが， ₇ 対 ₈ で否決された。
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　同年12月 ₅ 日，「増穂町が鰍沢町と合併することについての町民の意
思を問う住民投票」が実施され，鰍沢町の合併に賛成3,922票（47%），
反対4,307票（52%）で反対が過半数となった。この住民投票の結果を受
けて，増穂町議会は鰍沢町議会に対して，住民投票の結果を踏まえて鰍
沢町との合併は事実上消滅した旨を文書で通知した。これにより，旧法
下での合併議論は終息した。
第 ３節　県による新たな合併構想（新法下での経過）
　平成18年 ₃ 月23日，山梨県による「山梨県市町村合併推進構想」が公
表された。この中で，早期に合併すべき組み合わせとして「増穂町・鰍
沢町」の組み合わせが示された。
　同年 ₆ 月，増穂町議会市町村合併特別委員会において，増穂町長に対
して鰍沢町との合併協議会の設置を求める要望書の提出を採択し（賛成
₉  反対 ₆ ），増穂町長に要望書を提出した。
　同年 ₉ 月，増穂町長と鰍沢町長が会談し，鰍沢町長は合併協議会の早
期設置を要望したが，増穂町長は住民投票の結果を重視して合併協議会
は設置しないことを説明し，会談は物別れに終わった。
　平成19年 ₄ 月23日，増穂町議会議員選挙が定数を ₂ 減らして14で実施
される。鰍沢町との合併推進派が10名，単独存続派（元南アルプス派）が
₄ 名の議会構成となるが，選挙時に合併問題を色濃く出した候補者はい
なかった。
　同年 ₇ 月 ₁ 日には増穂町長選挙が実施された。鰍沢町と市川三郷町
（3）
と
の合併による市制実現を公約とした志村学氏が当選した。増穂町の単独
存続を主張する町議が当選後 ₃ ヶ月未満で町長選へ転身出馬したが，僅
差で敗れることとなった。
　一方，同年12月16日には鰍沢町長選挙が行われ，現職の石川洋司氏が
無投票当選（ ₅ 選）を果たしている。
　平成19年10月から平成20年 ₂ 月にかけて，増穂町長，鰍沢町長，市川
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三郷町長による会談が行われた。この中で市川三郷町は合併したばかり
であり，今すぐの再合併はできる状況にはないため，第一段階として増
穂町と鰍沢町との先行合併をすることで合意した。
　平成20年 ₄ 月18日，増穂町議会は増穂町長に対して鰍沢町との合併協
議会設置を要望するとともに，鰍沢町議会に対して合併協議会設置に関
する要望書を提出した。
　同年 ₉ 月，増穂町と鰍沢町の町長，議長，議会合併特別委員長の ₆ 者
で組織する運営調整会議で協議した結果，「増穂町・鰍沢町合併協議会
（法定協議会）」を設置することとなった。
　こうした住民投票の結果とは違う方向へ進む町政に対して，「増穂町
の将来を考える会」は同年11月 ₅ 日，鰍沢町との合併の是非を問う住民
投票を求め，増穂町長に対して住民投票条例制定請求の署名活動に必要
な代表者証明交付申請書を提出した。増穂町長は請求者に証明書を交付
し，告示した。その後，署名活動が開始され，法定数である有権者の50
分の ₁ 以上の署名が集まったので，代表者はこれを町選挙管理委員会に
提出した。署名簿の有効署名数は4,191人であり，町の有権者10,650人の
39.4％に当たる署名数が集まったことになる。
　平成21年 ₁ 月16日，「増穂町の将来を考える会」は増穂町長に対して
合併の賛否を問う住民投票条例の制定を求める請求書を提出する。この
請求に対して，同年 ₂ 月に町議会において賛成 ₄ ，反対 ₉ で否決した。
　同年 ₄ 月 ₆ 日，これを不服とした住民グループ「増穂町の明日を拓く
会」は，町選挙管理委員会に対して，町長の解職請求に向けた署名活動
に必要な請求代表者証明書交付申請書を提出する
（4）
。 ₄ 月 ₉ 日に選挙管理
委員会は請求代表者に証明書を交付，告示，増穂町長の解職請求の署名
活動が開始する。しかし，署名が法定数である有権者の ₃ 分の ₁ に達せ
ず，解職請求は不成立に終わる。
　同年 ₅ 月29日，増穂町と鰍沢町の合併調印式が開催される。両町の ₆
月定例会において廃置分合議案が可決される。同年 ₇ 月 ₆ 日，両町長お
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よび両町議長は山梨県知事に廃置分合を申請し，県議会の議決を経て新
富士川町が発足する運びとなる。そして，平成22年 ₃ 月 ₈ 日に合併問題
で町を二分するなど紆余曲折を経ながら富士川町は発足した。
第 ４節　司法の場における合併の議論
　今回の合併をめぐっては，平成21年10月 ₇ 日にこれを不服とする住民
グループ（65人）が甲府地方裁判所に対して県知事の合併決定処分差し
止め請求の訴えを提起している（後に合併が決定したため，取り消し請求に変
更）。合併の差し止め請求は山梨県内では唯一の例である。
　住民グループは，財政基盤の危うい鰍沢町との合併で住民税などの負
担が増えること，町の名称が消えて住民のアイデンティティが侵害され
るといった主張をしている。また，同年 ₂ 月に町議会で合併の是非を問
う住民投票条例案が審議された際に町長が住民投票は適当ではない旨の
意見書を提出したこと（議案は議会で否決），町長の解職請求をめぐって教
育長が町職員や家族の賛成署名を公の場で否定したことの違法性も主張
している（朝日新聞社 2009/10/08 ，山梨日日新聞社 2009/10/08）。
　一方の県側は，合併の決定は住民の権利や義務に直接影響を及ぼさ
ず，決定による利害関係がないことから訴え自体が法律上の要件を満た
さないとしている。また，昭和30年の最高裁判例を引用して，県知事が
出す市町村合併の処分について合併前の市町村民は合併の適否を訴えら
れないとして却下を求めている（山梨日日新聞社 2009/12/02 ，読売新聞 社
2009/12/02）。
　市町村合併をめぐっては，昭和の大合併の際に最高裁が示した判例が
引用されている。昭和26年，徳島県勝浦郡勝占村と多家良村を廃止して
徳島市に編入されることになった際に，両村の住民が徳島市から市民税
や固定資産税などの納付を命ぜられることによる財産上の権利の侵害や
所用のために近隣の村役場ではなく遠方の徳島市役所まで出向くことに
よって損害を受けたとして市町村合併の処分取り消しを求めて提訴した
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ものである。
　これに対して最高裁は「地方自治法七条一項による知事の処分は，関
係市町村民の権利義務に関する直接の処分ではなく，かりに所論のよう
な住民として有する具体的権利義務の内容について変動があつたとして
も，その変動は市町村の合併等による間接的な結果に過ぎない。上告人
等が従来多家良村または勝占村の住民であつたことによつて有していた
権利は合併後は徳島市の住民として行使することができるのであつて
（中略）本件合併そのものの適否については，上告人等は訴を提起する
法律上の利益を有しないものといわなければならない（昭和30年12月 ₂ 日
最判）」とした。
　このことからも分かるように，市町村合併の適否について住民が裁判
をもって争うことはできないのである。言い換えれば，「合併の当否に
関する個々の住民の意思は，各議会における審議等を通じて『政治的
に』反映されるべきものであり，裁判所においては，民衆訴訟として法
律上出訴が認められていない限り，考慮されない，という判断」（高木 
1993：25）だということである。
　実際，富士川町の合併をめぐる訴訟でも上記の判例を踏襲する形で判
決が下された。第一審の甲府地裁の判決では，前述したような住民側の
主張が行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）の要件を満たしておらず訴
えは不適法として却下した。また，これを不服とした住民側は東京高裁
に控訴したが，控訴審でも住民側が行政事件訴訟法上で利益を有するも
のとは言い難く，具体的な権利や利益に関わる主張とは認められないと
して控訴を棄却している。さらに，これを不服とした住民側は最高裁に
上告したが，上告審でも合併を違憲とする主張を「実質は事実誤認や法
令違反を主張しているにすぎない」として民事訴訟法の上告理由に該当
しないとして上告を棄却している（山梨日日新聞社 2010/07/07，同2011/01/28，
同2011/07/13）。これにより，住民側の敗訴が確定し，司法の場にまでも
つれ込んだ合併をめぐる問題は終結した。
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第 ２章　合併議論により浮き彫りになった課題
　前述したように富士川町の誕生までには紆余曲折があり，合併の是非
をめぐって町を二分する事態となった。なぜここまで大きな問題に発展
したのか，以下で述べるように住民参加の機会の不足，議会による判断
の難しさという ₂ 点に集約される。
　本章では，最初に合併議論がこれほどまでに激しいものになった背景
を確認したうえで，これらの課題について項目に分けて論じていくこと
にする。
第 １節　増穂町において合併議論が激化した背景
　市町村合併は市町村の存廃を決する機会であり，主権者である住民の
意向すなわち民意が重要になってくる。このため，市町村合併の当否を
議論する際には，首長や議会の判断だけではなく，意向調査や住民投票
といった手法で民意を確認する事例も少なくない。ただ，首長選挙や議
会議員選挙という従来から存在する代表者を選出する機会も民意を示す
機会であり，それぞれ住民が意思表示をする機会によって結果が異なる
という事態も想定される。　増穂町においても，合併について住民が意
思表示をする機会は何度かあった。町長選挙，町議会議員選挙及び住民
意向調査は ₂ 回，住民投票は ₁ 回，それぞれ行われていた。しかし，住
民間の討議を経て行われたものは皆無であり，適切な住民参加が行われ
ていたといえば，それには否定的な見方をせざるをえない。これは，住
民参加の機会が根本的に不足していたことと，多様な民意を議会が判断
することの難しさを示したものと言えるだろう。
　増穂町における合併議論に関して住民が意思表示をする機会を整理す
ると表 ₁ のようになるが，数えてみると ₇ 回の機会があったことになる
（実施されなかったものは除く）。この表から読み取れることは，次の ₂ 点
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である。
　第一に，現在の富士川町の形態は当時の住民意思とは合致していない
ということである。これは，県の方針や町長・議会の判断によるところ
が大きい。確かに住民の直接選挙で選出された正統性を有する町長や議
員であるが，後述するように選挙が合併を主眼に行われてこなかったの
である。このため，住民の意思は住民意向調査や住民投票によって示さ
れたものが最も正確であったといえるのである。これらの結果は，現在
のように鰍沢町との合併ではなく，南アルプス市との合併であったこと
から，住民の意向とは異なる形で合併が行われたということになるので
ある。ただ，住民投票の結果なども賛否に大差がついたわけではなく拮
抗しており，合併問題に白黒をつけがたい状況であったことも事実であ
る。また，住民参加が不十分な中で議会が判断する必要があったことも
指摘できる。
　第二に，町長選挙や町議会議員選挙では，合併の枠組みを争点とした
住民意向調査や住民投票の結果とは大勢が必ずしも一致していないこと
がある。とりわけ，町議会議員選挙では ₂ 回とも鰍沢町との合併派が多
数の議会構成となって当選している。これは選挙公報を見れば明らかな
ように，選挙時に合併の枠組みを全面に押し出して訴えた候補者はな
く，その他の町政課題によって選出されたことが要因である。こうした
表 １　住民が意思表示をする機会の一覧
住民参加の方法 年月日 主な方向性 備考 結果
住民意向調査 H15.3.24 南アルプス市との合併 調査結果の多数意見 ×
町議会議員選挙 H15.4.20 鰍沢町との合併派が多数 鰍沢派 9 ，南アルプス派 7 ○
町長選挙 H15.7.20 南アルプス市との合併 選挙公約 ×
住民意向調査 H16.3.8 南アルプス市との合併 調査結果の多数意見 ×
住民投票 H16.12.5 鰍沢町との合併反対 投票結果の多数 ×
町議会議員選挙 H19.4.20 鰍沢町との合併派が多数 鰍沢派10，南アルプス派 4 ○
町長選挙 H19.7.20 鰍沢町，市川三郷町との合併，市制を目指す 選挙公約 ○
住民投票 H21.2.4 実施されず 議会で条例案を否決 ─
町長の解職請求 H21.4.6 実施されず 法定数に足りず ─
※ 結果欄は現在の富士川町が住民の意思として反映された形なのかを示す。
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背景には，過熱している合併議論に触れることで自らの選挙に不利にな
るとして，あえて合併議論には触れないように候補者が判断したものと
推測される。
　このように，住民の意思は時期や手法によってその方向性が変化して
いることが分かる。具体的には，住民意向調査や住民投票といった合併
のみに単一争点の場合には南アルプス市との合併が多数となり，町議会
議員選挙という他の政策を包含した複数争点の場合には鰍沢町との合併
が多数となるといったことである。これは，選挙公約や候補者の地域代
表性などの他の要因が重なることで，合併の是非という争点が希薄に
なったことが推察される。また，住民が意思表示をする機会があるごと
に合併をめぐる議論が発生し，住民間の溝を深めていったことも事実で
ある。合併の議論をすればするほど傷は深まり，やがては修復の効かな
いほどに町は二分されていったのである。合併をめぐる議論にはこうし
た背景があることを念頭に置くと，住民自治という視点から，住民参加
の不足，議会の判断の難しさという ₂ 点が抽出できる。次節以降では合
併議論で浮き彫りになったこれらの課題を見ていきたい。
第 ２節　適切な住民参加の不足
　 ₂ 度にわたる町長選挙や町議会議員選挙，住民意向調査，住民投票な
ど住民が合併問題に関して意思表示をする機会は何回もあった。しか
し，それらが合併問題に対する住民参加として機能していたかといえ
ば，それは決して十分だったとは言えないのが実状である。ここでは，
当時の増穂町の一住民としての経験に基づきながら，合併問題における
住民参加制度の課題として前節で解き明かした以下の ₂ 点について論じ
ていくことにしたい。
（ １）住民への適切な情報提供という問題
　今回の合併議論においても町内にさまざまな情報が出回った。正確に
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いえば，賛否双方の立場からの情報が錯綜した。もちろん，町役場から
住民に対して市町村合併に関する資料は提供されているが，それ以上に
議員個人や住民団体が町内に撒いたチラシが大量に出回ったのである。
こうした情報は，政治的意図が極めて強いものであり，単なる憶測や相
手陣営の誹謗中傷にもなりかねないものであった。これにより，町は合
併問題で感情論も含んで二分され，無尽会や近所づきあいにまで影響を
与える大きな問題であった。
　また，地域の代表である議員が政治的意図を持って偏向した情報を流
すことは言語道断の行為であるが，実際にこれが行われたことは極めて
残念なことである。これらの要因が災いして，住民が適切な判断を下せ
ない状況を作り出してしまった。もちろん住民が提供された情報の適否
を判断して取捨選択できる能力があればよいのであるが，今時点でそこ
までを住民に対して求めることは困難である。
　こうした状況の中で町民の情報の受け取り方が二極化し，合併問題に
ついて声高に主張する町民と，その場の雰囲気が壊れることを恐れて合
併問題は触れない町民に二分されてきた。次第に合併問題は町民の中で
タブーになってきて，最終的には情報は一切受け付けない町民も多く存
在した。このような事態に陥る前に，町役場や議会（議員）が冷静に適
切な情報が流せるように何らかの対策を講じる必要であったと考えられ
る。
　また，賛成派，反対派のそれぞれの集会というものは行われたものの，
両者が中立的に議論する場というものが存在しなかった。公式に中立的
に合併問題について議論する場を創設することで，適切な情報提供とい
うことが実現できた可能性がある。
（ ２）合併を議論する場の不足という問題
　今回の増穂町の合併議論では町民間の議論する機会が少なかったとの
指摘ができる。町民が合併に関して話をする場は井戸端会議などの立ち
研究年報　社会科学研究　第36号（2016年 ２ 月15日）
140
話や無尽会などの酒の場が主である。このため，冷静に相手の主張も理
解しながら合意形成を図るというより，自己主張に終始して結論が出な
いことがほとんどである。また，こうした場での論争は意見が相違する
者に対する誹謗中傷にも発展しやすい。さらに，学識経験者などの専門
家もその場にいないことから，多角的で専門的な議論になりにくく，と
りわけ感情論に結び付きやすい傾向にある。
　町民が市町村合併に関して正確な判断材料を吸収したうえで，冷静か
つ客観的な議論をする場を町役場なり議会なりが提供すべきであったと
思われる。
第 ３節　議会による判断の難しさ
　市町村合併は，首長のみで決定できるものではなく，住民の代表機関
である議会の議決を必要とする。これは市町村合併が市町村の存廃に関
わる重大な決定であることに起因する。しかし，増穂町議会が今回の合
併をめぐる一連の動きの中で適切に関与してきたのかと問われれば，そ
れには否定的な見解を示さざるを得ない。ここでは，合併議論の中で浮
き彫りとなった議会の課題について述べていくことにしたい。増穂町は
多様な民意によって町内が二分される状態となったが，この中で議会は
本来の機能を果たせずにいた。ここで浮き彫りになったのは，以下で述
べるような ₃ 点の課題である。
（ １）迷走状態に陥った議会の問題
　合併議論をめぐって議会が迷走状態に陥り，これに対して住民からの
不満ないしは批判が挙がったことも事実である。前章において合併の立
場と議席数について述べたが，これは選挙時に明確になっていたわけで
はない。
　各議員の町議会議員選挙における選挙公報を確認すると，合併の是非
に関して明確な姿勢を示している候補者は皆無であった。これは，町議
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会議員選挙の争点として合併問題に触れることで自身の得票に影響があ
ると候補者が判断したのと同時に，他の政策に対する自らの姿勢が埋没
してしまうことを回避した結果であるだろう。この時点で合併議論は町
内で非常にデリケートな話題であったことが分かる。
　しかし，こうした候補者の姿勢は争点隠しあるいは争点回避と町民の
目には映り，町民の議会に対する不信感を募らせた一因になったと考え
られる。事実，選挙終了後に各議員の行動によって初めて一票を託した
議員の合併に対するスタンスが分かり，自分の考えと異なりがっかりし
たという町民の声も聞かれる。
　地方政治の大前提として議会を構成する議員は有権者の信託（trust）
によって成り立っているわけである。つまり議会の正統性を主張するの
であれば，有権者が適切に候補者を選択できる材料を付与したうえで選
出される必要がある。やはり，町を二分する話になっているからこそ，
候補者たちが議論を戦わせて有権者に判断を仰ぐという形にすべきだっ
たのだろう。こうすることにより，論点も明確になって合併議論がより
よい方向へ向かった可能性もある。
（ ２）公開する姿勢が欠如した議会の問題
　議会は公開の場で議論して表決を行う場である。実際，地方議会も地
方自治法（昭和22年法律第67号）第115条 ₁ 項で「普通地方公共団体の議会
の会議は，これを公開する」と明文規定されている。ここでいう「会議」
とは本会議のことであるが，実際には委員会あるいは全員協議会も公開
している議会も少なくない。
　増穂町議会においては，全員協議会は公開されておらず，議員間の討
議は非公開の場である全員協議会で行われてきた。これは合併議論につ
いても同様であり，議会における合併協議が積極的に公開されていると
は言えない状況であった。実際，本会議以外における議論の議会全体と
しての報告は全くされておらず，議論の公開も含めた議会からの情報発
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信は極めて不十分なものであった。
　この結果，感情論も入り混じった断片的で不確かな情報が議員個人の
チラシで横行してしまった。これは政治的意図も含んだ情報であり，決
して中立的な情報であるとは言えないものだった。こうした一方に偏向
した情報が町民に波及してしまったことにより，それぞれの立場を正当
化，あるいは相手方を誹謗中傷する情報によって町民は混乱する状態と
なった。また，こうした事態を招いたことにより，本来中立的で正しい
はずの情報までこれらの情報の中に埋没してしまうことにもつながっ
た。正確にいえば，町民が正しい情報なのか否かの区別がつかず，正し
い情報までも拒絶して受け付けないという姿勢になってしまった。
　　このようにして考えると，議会の閉鎖的な姿勢が第一に問題視され
る。議会を積極的に公開することで町民にその議論をみてもらう必要が
あったと考えられる。町民の目に触れることで，議員も一定の緊張感と
理性を持って議論ができたのではないだろうか。
（ ３）討議ができなかった議会の問題
　憲法上，地方議会は「議事機関」と位置付けられている
（5）
。このことか
らも，地方議会は地域の諸課題について積極的に公式の場での議論をし
ていかなければならない。本会議で議論をすれば住民にも必ず公開され
（秘密会を除く），会議録にも議論の内容が掲載されることになるからで
ある。
　増穂町議会の場合，合併問題を議論する際には本会議ではなく全員協
議会で行っていた。同町議会では全員協議会は非公開であり会議録等も
存在しない。つまり，住民には全く見えない形で議論が行われていたの
である。残念ながら，増穂町議会では議員同士が感情的に対立してしま
い自分達の主張に固執し，相手を理解しようとしない姿勢に終始してき
た。この時の町議会は，合併問題で住民間が感情的な対立に走っている
様子をそのまま再現しているようであった。別の意味で「住民の代表機
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関としての議会」であったのである。
　本来，討議の中で自分の合併に対する姿勢（選考）が変容することは
あってもよいわけである。しかし結果的に当初と合併に対する姿勢が変
わった議員は一名であり，当初から鰍沢町との合併が多数であったこと
から，そのまま多数決で決まったというパターンである。住民が感情的
な対立に走っているからこそ，理性を持って議論をして，町の将来の方
向性を決める重要な機会である合併問題を考える必要があったと考えら
れる。
第 ３章　住民参加の方法についての検討
第 １節　住民参加制度の位置づけ
　今回の増穂町における合併問題に関する住民参加で根本的に足りな
かったのは，町民が合併問題について公式に議論する場である。地方自
治は「民主主義の学校」とも評されるように，住民が身近な問題につい
て議論して，政策決定に積極的に関与していくことが求められている。
これは，地方政治に間接民主制とともに直接民主制の要素も取り入れら
れている所以でもある。地方政治は国政とは大きく異なるものであるこ
とを理解したうえで，地方政治の特色でもある住民参加制度について論
じていくことにしたい。
　住民参加制度といえば，審議会における公募制や住民投票などが一般
的にイメージされる。これらは，住民の意向を直接的に地方政治に反映
させるためには有効的な手法である。選挙時に全ての政策が争点になっ
ていたわけではなく，新たに争点が生じる場合もある。こうした間接民
主制の欠点を補完するものとして，住民参加制度の存在意義が見出せ
る。住民参加は地方政治にとって不可欠なものであると言ってよいだろ
う。
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　また，住民参加といえば，首長をはじめとする執行部の手法として認
識されがちであるが，第 ₅ 章でも述べるように住民参加手法は議会にお
いても取り入れることが求められる。正確にいえば，議会の方が積極的
に導入を推進していく必要がある。これは，議会が合議体であり，多様
な民意を討議によって反映させやすいからである。要するに，議員が住
民参加によって多様な民意に触れることにより，議会における討議の検
討材料として非常に有益なものになるのである。
　議会における住民参加として，議会が政策サイクルにいかに関与して
いくのかが重要になってくる。これは「フォーラムとしての議会を議会
からの政策サイクルという視点から」（江藤 2014a：130）考えることが求
められるからである（表 ₃ 参照）。要するに，政策段階に応じた住民参加
である。議会がこれらの手法をうまく活用することで，議会が常に主権
者である住民を意識した議会運営が可能となる。議会は自治体の意思決
定を議決という形で行う重大な権限を有しており，こうした責任を全う
するためには住民参加を根底に置いて考える必要がある。
　ただ，こうした住民参加制度にはデメリットがあることも事実であ
る。住民の意向は多様であり，それゆえに住民提案は多様性を有したも
のとなる。住民参加の手法が場合によっては住民間の溝を広げてしまう
こともある。
　また，これらの住民参加の手法は政治に強い関心を有する住民や利害
関係者だけの意向を反映するにもなりかねない。こうした住民だけが審
議会の公募制に応募し，住民投票に行くという事態は容易に想像でき
る。これでは一部の声高な住民の意向が「民意」として捉えられてしま
う危険性もある。要するに，住民参加制度は地方自治にとっての万能薬
ではなく，どの手法をとってもデメリットがあることを前提にして活用
していくことが必要である（江藤 2014b：127）。
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表 ２　フォーラムとしての議会における＜住民─議会＞関係
議会からの政策サイクルの段階 ＜住民─議会＞関係
第 ０ 段階（フェーズ ０ ）：課題の設定
（調査研究以前の課題設定）
・住民から湧き上がる課題
　→議会報告会，議会懇談会，陳情請願
（要望があれば委員会等で意見陳述）
・委員会の所管事務調査
　→通任期制を意識する
第 １ 段階（フェーズ １ ）：現状の共通認識 ・住民間→情報公開，ワールドカフェ
・住民と議会間→議会報告会
・議員間→委員会の調査研究
第 ２ 段階（フェーズ ２ ）：課題の設定 ・住民間→情報公開，ワークショップ
・住民と議会間
　→議会報告会，ワークショップ
・議員間→委員会の調査研究
第 ３ 段階（フェーズ ３ ）：政策化（含む監視）
[当該自治体の資源，当該自治体の政策体
系の整合性，他の自治体の動向]
・住民間→情報公開，ワークショップ
・住民と議会間
　→参考人・公聴会制度の活用，議会報告
　　会
・議員間→委員会の調査研究
第 4 段階（フェーズ 4 ）：優先順位 ・住民間→情報公開，ワークショップ
・住民と議会間
　→参考人・公聴会制度の活用，議会報告
　　会
・議員間→委員会の調査研究
第 ５ 段階（フェーズ ５ ）：議決 ［必要によって住民投票］
第 ６ 段階（フェーズ ６ ）：執行 ［住民として公共サービスを担う］
第 7 段階（フェーズ 7 ）：監視・評価 ・住民間→情報公開，ワークショップ
・住民と議会間
　→参考人・公聴会制度の活用，議会報告
　　会
・議員間→委員会の調査研究
注　下線は，議会本体への住民参加。
（出所）江藤俊昭「フォーラムとしての議会の議決責任」『ガバナンス』第154号，
130頁
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表 ３　議会への住民参加手法のメリット・デメリット（概観）
議会への
住民参加手法
メリット（上段）・
デメリット（下段）
デメリットの
是正
議会報告会
議会情報の提供，多様な意見を聴取可能 第 三 者 によるコーディ
ネート議会不信を持つ住民からの一方的な発言
個別テーマでの
住民，団体との
意見交換会
多様な意見からの政策化の可能性あり 首長の附属機関（審議
会）委員との意見交換会
の充実
特定の団体との意見交換会では偏りの可能性
議会モニター
議会に関心を持った住民が継続的に提案
議員との継続的な意見交
換会の必要性
一方で議会に迎合する場合があり，他方で批
判的になる場合もあり
請願・陳情
多様な地域課題の発見の場 特定の住民からの提案の
可能性があり，他の住民
からの意見聴取の必要性
積極的な住民に偏る可能性
参考人・公聴会
制度
専門的で（参考人），多様な意見（公聴会）
を聴取可能
それらの制度を義務化
（重要な争点の場合）
公聴会は開催することが困難
住民投票
多数派の住民の意見が明確になる 住民間討議，住民と議員
間討議，議員間討議を配
置する
偏向の可能性あり
（出所）江藤俊昭「多様な住民意見の統合の難しさと可能性」『ガバナンス』第160号，
127頁
第 ４章　増穂町議会の決断についての考察
　増穂町の合併をめぐってはさまざまな紆余曲折があったことは，これ
まで述べてきたとおりである。その際には，第 ₂ 章で見てきたように町
議会における課題も浮き彫りとなった。本章では，こうした議会におけ
る課題を念頭に置きながら，議会としての決断が正しかったのか，また
他に適切な方法があったのか考察していくことにしたい。
　町議会は合併問題に関して ₂ つの大きな決断をしている。それは，住
民発議の住民投票条例案の否決と住民の意向ではない鰍沢町との合併の
議決である。ここでは，これら二大決断について項目を分けて論じてい
く。
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第 １節　住民提案の住民投票条例の否決
　増穂町議会は住民発議の住民投票条例案を否決している。この理由
は，住民投票を実施することによる影響の大きさ，条例案の内容の不備
などが挙げられる。議会内では条例案に対する賛成派と反対派が激しく
対立し，結果的に多数決をもって当初の賛否の態度と変わることなく表
決が行われている。
　本節では，こうした住民投票条例を否決した町議会の対応について他
の自治体の事例を使いながら考察していくことにする。ここで使用する
事例は，静岡空港の建設に関する住民投票条例を否決した静岡県議会で
ある。増穂町議会との共通点は住民発議の住民投票条例案を否決したと
いうことであり，相違点は増穂町では一度住民投票を議員発議によって
実施しているということである。これを念頭に置いたうえで，増穂町議
会の対応について検証していきたい。
（ １）空港建設に関する住民投票条例案の否決─静岡県議会の事例─
　静岡空港は，島田市と牧之原市にまたがる県が管理する地方管理空港
であり，愛称は「富士山静岡空港」である。総事業費1900億円，本体整
備費490億円であり，本体整備費のうち ₂ 分の ₁ は国庫補助金の対象と
なっている。
　①　住民投票条例提案の経緯
　昭和62年12月，静岡県知事は島田市と榛原町（現：牧之原市）を空港建
設予定地に決定する。平成10年11月より空港の本体工事が始まり，建設
に向けた動きが着々と進む中，平成13年 ₆ 月に反対派の住民が住民投票
条例の制定請求を行う。この時点で空港建設地決定から13年が経過して
おり，用地買収の大半も終了していた。この請求は知事によって受理さ
れ，六月定例会に提出された。
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　静岡県議会では，知事より条例案が提出されたことによりその審議が
始まった。この条例案は，空港建設と選挙という複数の委員会にまたが
る案件であったため，連合審査会という形式で審議されることになっ
た。これは同県議会の会議規則59条に規定されたものであり，同条では
「委員会は，審査又は調査のため必要があるときは，他の委員会と協議
して，連合審査会を開くことができる」とされている。
　連合審査会の審議では，「極力政治的要素を排除して，学説的な面，
現実的な面から，実施すべきかを否かを検討した。その結果，制度その
ものと『静岡空港の建設の是非を問う住民投票』が多くの問題点を抱え
ていることや，仮に実施しようとしても現実的には困難なこと，さらに
は実施できたとしてもマイナスの影響が大きすぎることなどから，否決
すべきと結論づけた」（牧野 2002：262）とされている。実際，連合審査会
の審議では，各会派の推薦する学識経験者が参考人として招致されてお
り
（6）
，学術面から住民投票の適否を判断しようという姿勢が見受けられ
る。こうした審査を経たうえで条例案は採決にかけられ，同案は賛成
31，反対47の反対多数となって否決された。県議会において条例案が否
決されたことについて，請求をした住民団体からは抗議の声が上がり，
直接請求の署名をした有権者の不満も残る形となった。このため，検証
委員会を設置する案が浮上し，結果的には専門家委員会という第三者委
員会を設置することで決着した。
表 ４　静岡空港開港までの出来事
年月 出来事
昭和62年12月 空港建設予定地決定
平成 7 年12月 空港設置許可を国に申請
平成 ８ 年 7 月 運輸大臣が設置を許可
平成 ８ 年11月 地権者との補償協定，用地買収開始
平成10年11月 本体工事開始
平成13年 ６ 月 住民投票を求める直接請求
平成13年 ８ 月 県議会で住民投票条例案を否決
平成18年 １ 月 愛称が「富士山静岡空港」に決定
平成21年 ６ 月 静岡空港開港
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　②　住民投票条例案の否決の理由
　県議会において住民投票条例案は否決されることになったが，このう
ち反対したのは自民党議員と無所属の議員であった。自民党が条例案に
反対した理由は以下のような ₆ 点が説明されている（牧野 2002：263）。
　第一に，請求と条例案そのものに問題があることである。連合審査会
に出席した学識経験者や市町村長からは，直接請求制度は広く住民の声
を聞くための制度であり，住民投票は政治目的化する危険性もあるが，
政争の道具に使ってはならないとの意見が多かった。また，投票資格者
を「投票日において静岡県の行政区域の市町村に住所を有する者」とさ
れていることから，選挙当日にならないと選挙人名簿が作成できないこ
とになる。このように，請求の目的や条例案に不備があることから条例
案は否決すべきものとされた。
　第二に，住民投票は代表民主制を補完して住民の合意形成に役立つの
であればよいが，まださまざまな問題点が克服されておらず副作用が強
すぎるとされた。こうした副作用が軽減され，良薬として使用できる時
まで住民投票は慎重になる必要があると結論づけられた。
　第三に，本件が住民投票の対象として適切でないことがあった。静岡
空港は昭和62年に予定地が決定された後，直接請求が行われる平成13年
までの14年間に県議会でさまざまな議論が行われ，それに伴うさまざま
な決議も行われてきた。この間にも建設に向けた動きは続いており，地
元説明会や用地交渉など多くの経費と時間を費やしてきたのである。こ
のため，空港建設が白紙の段階であれば可能性もあるが，この段階に
なって賛否を問うのは行政も議会も無責任であって，これは住民投票の
対象としてなじまないものとされた。
　第四に，全市町村の協力が得られないことである。住民投票を実施す
る場合，投票資格者名簿が必要となって市町村が管理する選挙人名簿に
よって作成することになる。ただ，これは公職選挙法（昭和25年法律第100
号）に基づく選挙ではないため，県が市町村から名簿の提供を受けるこ
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とができない。また，投票所と開票所を確保するためには市町村の協力
が不可欠である。しかし，市町村の中には非協力と断言した団体もあっ
たため，住民投票の実施は暗礁に乗り上げた格好になっている。
　第五に，住民投票を実施した場合の影響が大きいことがある。住民投
票の結果，建設反対が過半数になる可能性も否定できない。しかし，前
述のように建設に向けた動きは進行しており，今から建設中止とする場
合の影響は計り知れない。また，関係市町村の総合計画等は空港建設が
前提となっており，建設中止とすることで関係市町村の将来ビジョンに
も大きな影響があるとされた。
　最後に，直近に行われた県知事選挙で唯一建設を訴えた現職が当選
し，建設反対を訴えた他の新人候補を破っている。この選挙の最大の争
点は静岡空港の建設であり，現職知事が過半数の得票を得て当選したこ
とは県民の信任を得たものとされた。
（ ２）増穂町議会における対応の検証
　前項では，住民発議の住民投票条例案を否決した静岡県議会の事例に
ついて述べてきた。この事例を念頭に置いて，増穂町議会が住民発議の
住民投票条例案を否決したことの意味について考察していきたい。ま
た，静岡県議会の事例を素材として増穂町議会がとるべきであった対応
についても併せて考えていくことにする。
　①　住民投票条例案の否決の意味
　増穂町議会では住民発議による住民投票条例案を否決しており，これ
は静岡県議会の事例とも同じである。両者の相違点としては，増穂町で
は一度議員提案で住民投票条例を制定して住民投票を実施していること
がある。ここでは，増穂町議会が静岡県議会とは異なる理由で条例案を
否決したことの意味について述べていくことにする。
　増穂町議会が条例案を否決した理由の一つとして，市町村合併に関す
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る住民投票を過去に実施していることがある。この時は，議員提案で住
民投票条例を制定して鰍沢町との合併の賛否を問う形で行われている。
投票の結果，鰍沢町との合併に反対が辛うじて過半数となったが，賛成
票と反対票の票数は拮抗していた。この住民投票を含めて，町内は合併
議論によって住民間の亀裂が深まっていた。住民投票は一度実施して民
意は確認されており，再度の住民投票は必要ないと結論づけられたので
ある。また，再度の住民投票を実施することで住民間の亀裂をさらに大
きなものにすることは適当ではないという考えが議会内にあったことも
事実である。
　もう一つの理由として，合併の相手先として鰍沢町が唯一の選択肢で
あったということである。当初，町民の中には北部の南アルプス市と合
併すべきとの意見が多かったが，同市の住民意向調査で増穂町とは合併
すべきではないという意見が多数を占め，同市から合併議論を凍結する
意向が伝えられた。このため，同市との合併という選択肢はこの時点で
消滅しており，南部の鰍沢町と合併するか，あるいは増穂町の単独存続
かの選択を迫られることになった。ただ，単独存続は増穂町の財政状況
からすれば昭和町のように地方交付税の不交付団体ではないので得策で
はなかった。したがって，町の将来を考えて合併をするのには鰍沢町と
いう選択しかできなかったのである。
　最後の理由として，合併新法の期限が平成22年 ₃ 月31日までとなって
いたことが挙げられる。増穂町が鰍沢町との合併を急いだ背景として，
法律の期限内に合併することで国や県から財政的な支援を受けたいとい
う思惑があったからである。同日までに合併をすることで，県から ₁ 億
円の補助金が支出されるほか，合併推進債が起債できるという財政的な
メリットがあった。これは財政状況が厳しい両町にとっては大きなメ
リットであり，これを逃すことで合併の大義を失う可能性もあった。そ
のため，再度の住民投票をする時間的余裕もなかったというのも事実で
ある。
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　このような理由によって，増穂町の住民投票条例案は否決されること
になった。静岡県の事例とは，取り巻く環境が大きく異なっていたとい
うことが分かる。増穂町の場合，一度住民投票を実施しており，決して
闇雲に条例案を否決したわけではない。さまざまな政治的要因から，今
回は住民投票をするのは得策ではないということで回避したのである。
増穂町では合併が町の将来を考えた場合に必須のことであり，住民投票
を実施しても適切な効果は得られないと町議会で判断したということを
強調しておきたい。
第 ２節　住民投票の結果とは異なる合併の議決
　増穂町では，住民投票において鰍沢町との合併反対が過半数を占めた
が，町議会において鰍沢町との合併を議決している。つまり，町議会は
住民投票の結果とは異なる方向で議決を行っている。この理由は，町民
の意向である南アルプス市との合併が選択肢として消滅したこと，直近
の町長選において峡南北部での合併（先行条件として鰍沢町との合併）を推
進する候補が当選したことなどが挙げられる。
　本節では，こうした市町村合併に関連して住民投票の結果とは異なる
形で議決した町議会の対応について静岡県蒲原町議会の対応について触
れたうえで，ここから学べることを考えていきたい。
（ １）市町村合併に関する町議会の議決─静岡県蒲原町議会の事例─
　静岡県蒲原町は，静岡県の中部に位置して庵原郡を構成する町であ
る。推計人口は平成18年 ₃ 月時点で12,772人，面積は14.69㎢となってお
り，静岡県内でも小規模な市町村であった。
　現在，蒲原町は静岡市に編入されて清水区を構成しているが，この時
の合併をめぐって町議会，県議会で大きな議論となった。ここでは，こ
うした合併をめぐって町内が大きく揺れ動いた事態について見ていくこ
とにしたい。
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　①　住民投票条例を実施した経緯
　蒲原町と静岡市の合併議論は，平成16年 ₄ 月の「静岡市・蒲原町合併
協議会」の設置に始まる。この合併協議会は合計10回の会合を重ね，そ
の中で，静岡市への編入合併とすること，合併期日を平成18年 ₃ 月31日
とすること，蒲原町の財産や公共施設は全て静岡市に引き継ぐことなど
が決定する。また，平成16年12月には住民説明会を各地域で実施してお
り，延べ275人の住民が参加している。
　今回の合併構想に関して，賛成派の住民は少子高齢化に伴う税収の減
少に備えて静岡市と合併すべきとする一方，反対派の住民は地域性を重
視して他の枠組みで合併すべきとしている。つまり，合併することに関
しては双方で異論はないものの，合併の枠組みをめぐって町内で論争に
なっていたわけである。
　平成17年 ₂ 月 ₃ 日，静岡市長と蒲原町長の間で「合併協定書」が締結
されており，合併の実現が現実味を帯びることになる。こうした中，町
議会では住民投票条例が可決されて，合併の賛否に関して町民の意向を
確認することになった。ただ，住民投票条例では「町議会は，住民投票
の結果を廃置分合の議決時に参考にするものとする」と書かれており，
一般的に住民投票条例で使用される「尊重」とは異なった表現となって
いる。要するに，住民投票の結果を反故にする場合も弁明がしやすく，
政治的責任の度合いも変わってくる。
　同年 ₂ 月13日に合併の賛否を問う住民投票が実施された。この結果，
投票総数7,811票のうち静岡市との合併に賛成が3,323票（42.91％），反対
が4,422票（57.09％）となった。この住民投票の成立条件は投票率50％以
上となっていたが，当日の投票率は72.4％にのぼり町民の関心が強いこ
とを裏付けた。この投票結果を受けて，町議会が最終的に合併の賛否を
判断することとなった。この投票結果について，「財政問題を優先され
る賛成派と，地域の一体性を主張する反対派がそれぞれぶつかり合い，
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庵原郡の地域性を重視する町民の声が上回る結果となった（中略）賛成，
反対の両町民とも合併が避けて通れないとの合意は出来つつあるが，厳
しい財政問題を避けられないことも確かだ。最終決断をする町議会は財
政議論と地域の一体性のバランスをどう取るのか。厳しい判断を迫れる
ことになった」（静岡新聞社 2005/02/14 a）と分析されている。財政問題を重
視すれば政令指定都市である静岡市と合併するのが得策ではあるが，町
民の帰属意識は庵原郡内にあって郡内での合併が望ましいとの意見が過
半数を占めたということである。
　この住民投票の後， ₂ 月21日には蒲原町議会で廃置分合議案を賛成 ₇
票，反対 ₄ 票の賛成多数で議決した。これは，住民投票の結果である合
併反対とは異なる議決である。一方で，同じく静岡市との合併を目指し
ていた由比町においては，町議会で廃置分合議案が賛成 ₅ 票，反対 ₅ 票
の可否同数となって議長決裁で否決された。静岡市と蒲原町，由比町で
合併を目指していた構想は，蒲原町は合併，由比町は合併せずという結
論に至った。これにより，静岡県内では初の「飛び地」合併ということ
になった
（7）
。こうした両町の異なる結論に関して「庵原郡を分断する飛び
地合併は町民に日常生活への不安を生じさせる可能性があり，さらに，
両町議会がいずれも町内で行われた合併関連の住民投票の流れとは異な
る判断を示したことで，両町議会，町当局はともに地域住民に対して厳
しい説明責任を負った（中略）両町内では，蒲原町の住民投票で聞かれ
たように庵原三町の枠組みでの合併を望む声が依然根強いことも事実
だ。両議会は共に『民意』との溝を埋め，あらためて合併による地域の
将来像，当面合併によらない単独のまちづくりの道筋を示すことが求め
られる」（静岡新聞社 2005/02/22 a）としている。
　この後，平成18年 ₃ 月31日に新「静岡市」が誕生することになった。
　
　②　民意とは異なる議決をした理由
　住民投票において合併反対が過半数を占めたにもかかわらず，町議会
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で廃置分合議案を可決させたことは前項で述べたとおりである。町議会
が合併議案を可決させた理由については，概ね次の ₃ 点に集約できるだ
ろう。ここでは，地元紙の報道や県議会における会議録を参考にしなが
ら考察していくことにしたい。
　ⅰ　市町村合併に関する議決権は議会にあること
　わが国の地方自治は，直接請求などの直接民主制の要素を取り入れな
がらも代表民主制が基本となっている。このため，通常自治体の意思決
定は住民の代表機関である議会がこれを行うことになっている。つま
り，住民の意思は住民の直接選挙で選出された首長や議会を通じて反映
されるということである。
　市町村合併については当該市町村の議会の議決を経ることが求められ
る。これは，市町村合併が市町村の存廃に関わる重要な事項であり，住
民の代表機関である議会の意思が反映されなければならないことを意味
する。ゆえに市町村合併は首長のみ判断で行うことができないのであ
る。また，合併協議会の設置については議会が否決しても住民投票に
表 ５　新「静岡市」誕生までの出来事
年月日 出来事
平成16年 4 月13日 静岡市・蒲原町合併協議会の設置
平成16年12月 9 日
住民説明会の実施～
平成16年12月12日
平成17年 ２ 月 ３ 日 静岡市長と蒲原町長との間で「合併協定書」の締結
平成17年 ２ 月13日 蒲原町で合併の賛否を問う住民投票を実施
平成17年 ２ 月21日 蒲原町議会が廃置分合議案を可決
平成17年 ３ 月11日
静岡市長と蒲原町長が静岡県知事に廃置分合申請書
を提出
平成17年 ３ 月18日 静岡県議会が廃置分合議案を可決
平成17年 ３ 月22日 静岡県知事が廃置分合処分を決定
平成17年 ３ 月24日
静岡県知事が総務大臣に廃置分合処分をした旨を届
け出
平成18年 ３ 月31日 新「静岡市」が発足
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よってこれを設置することができるが，最終的な市町村合併の適否につ
いては議会の判断に委ねられることになる。
　したがって，さまざまな事情を鑑みて住民投票とは異なる方向で議決
した蒲原町議決は必ずしも不適当だったとは言えないだろう。
　これらの点に関して，県知事は「合併特例法におきましても合併協議
会設置に当たっての住民投票制度が導入されておりますが，合併の最終
判断は市町村議会の議決に委ねられておるわけでありまして，代表民主
制の大原則が貫かれております」としたうえで「市町村合併について
は，住民の意思は，最終的には議会の議決が住民の意思というふうに法
定されておるわけでございます」と述べている
（8）
。
　ⅱ　財政再建には静岡市との合併が不可欠であること
　蒲原町は人口規模も決して大きい自治体ではない。しかも近隣には静
岡市という政令指定都市が存在する。少子高齢化で人口減少が現実味を
帯びる中，税収減少に歯止めをかけ，行政サービスの水準を維持するた
めには大規模な自治体と合併することが特効薬である。そうした中で構
想されたのが静岡市への編入合併である。県知事も「蒲原町議会におい
ては，住民投票の結果も含め，今後の町の財政見通しや少子・高齢化の
進展に伴う行政サービスへの影響，広域連携の必要性などについて総合
的に検討した上で議決したものである」と述べている
（9）
。
　ⅲ　住民投票で合併賛成が ₄ 割超を占めたこと
　今回の住民投票では，静岡市との合併に賛成が ₄ 割，反対が ₆ 割とい
う結果になった。合併に反対が過半数を占めているものの，二者択一の
投票であるために解釈によっては合併に対して ₄ 割の住民の支持が得ら
れたということにもなる。
　実際，町長は「静岡市との合併は必要。40％を超す町民の理解を得ら
れたことはむしろありがたく，非常に微妙な状況だと思っている」（静岡
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新聞社 2005/ ₂ /14 a）との発言をしている。これは，合併反対が大差で多数
を占めたのなら話は別であろうが， ₄ ： ₆ という割合を考えれば「非常
に微妙な状況」という発言も理解できる。また，町民の意見の第 ₁ 位が
静岡市との合併反対すなわち庵原郡での合併であるとすれば，第 ₂ 位が
静岡市との合併ということになる。つまり，静岡市との合併は町民に
とって ₂ 番目の選択肢ということであり，あらゆる状況を考慮して町民
の第 ₂ 位の多数意見である静岡市との合併を町議会が議決したというの
は適当であったと考えられる。
（ ２）増穂町議会における対応の検証
　前項では，市町村合併に関連して住民投票の結果とは異なる議決をし
た静岡県蒲原町議会の事例について述べてきた。この事例に当てはめ
て，増穂町議会が住民投票の結果とは異なる議決をしたことの意味につ
いて考察する。
　①　民意とは異なる議決の意味
　蒲原町議会が住民投票とは異なる方向で議決した理由について ₃ つに
分けたうえで考察してきた。ここでは，合併相手と住民投票の結果を増
穂町の事例に置き換えて，増穂町議会の対応が適切であったのか検証し
ていく。
　ⅰ　市町村合併に関する議決権は議会にあること
　市町村合併の決定権は当該市町村の議会にあることはこれまでに述べ
てきたとおりである。増穂町においても住民投票は実施されたものの，
最終的には住民投票とは異なる方向で廃置分合の議決を行っている。こ
れは蒲原町議会の事例と全く同じである。全国的に見ても平成の大合併
に関連して議会が住民投票の結果と異なる議決をしたのは数例しかな
く，非常に稀有な事例であることが分かる。それだけ主権者である住民
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投票の結果は法的拘束力がなくとも政治的には重要な意味をもたらすの
である。
　それにもかかわらず，増穂町議会は住民投票の結果とは異なる方向で
鰍沢町との合併を議決している。これは，後項でも述べるように鰍沢町
との合併以外に選択肢がなく，やむを得ない選択肢として鰍沢町との合
併を議会の政治的責任において決断したわけである。実際，住民投票の
結果を「尊重」する旨の決議案は否決されており，これは，住民投票が
蒲原町の例と同じく町議会の判断のための「参考」として扱われること
を意味している。町議会におけるさまざまな判断材料のうちの一つが住
民投票なのである。
　ただ，こうした町議会の対応に関しては批判もある。県議会における
廃置分合の議決に際して，共産党議員が「合併は住民合意で進められる
べきであり，これまでの経過から見ても，また，八日に出された県への
合併差しとめを求める訴訟を見ても地元住民の合意形成は図られておら
ず，県議会が廃置分合の議決をするべきではありません」との反対討論
を行っている。ここでいう「地元住民の合意形成」とは住民投票の結果
も視野に入れたものだと推察される。
　こうした批判はあるが，法律的にも市町村合併の決定権は議会が有し
ており，住民の意向も汲み取りながら議決に反映していくことが議会と
しての理想の姿なのであろう。当然ながら，時には住民の意向とは異な
る決断をしなければならないこともある。こうした場合に議会は住民に
対して十分な説明責任を果たしていくことが求められる。増穂町議会に
おいて，住民投票と異なる決断をしたことは一概に否定できるものでは
ないが，説明責任という点が不十分であったことは大いに反省しなけれ
ばならない。
　ⅱ　鰍沢町との合併が不可欠であること
　増穂町は蒲原町と同じく人口規模は決して大きくはない。山梨県内の
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市町村合併は，県が市町村合併を積極的に推進していた経緯もあり，平
成の大合併によって市町村数は半分以下に減少している。こうした県内
の動きは，増穂町も早く合併をしなければという切迫感を与えたかもし
れない。県内の町村で非合併を選択したのは，地域的に合併が難しいと
ころや地方交付税の不交付団体といった財政が比較的健全とされている
ところが主である。このため，この両者でもない増穂町が単独存続とい
う道を選択することは難しかったものと考えられる。
　今回の合併構想について町民は南アルプス市との合併を希望してい
た。しかし，市町村合併は相手があってこその話であり，南アルプス市
側から合併の申し出を断られた時点でその選択肢は消滅している。これ
は，いくら相手に感情があろうとも「実らぬ恋」として承服せざるをえ
ないのである。
　こうした中で，平成19年に行われた町長選では，峡南北部 ₃ 町で合併
して市制施行を目指す候補者が当選している。そして，その先行条件と
して増穂町と鰍沢町が合併をし，その後に市川三郷町と合併する案が示
された。こうして考えると，直近の民意は峡南北部の ₃ 町で合併するこ
とであり，それを前提にして増穂町が鰍沢町と合併することは決して民
意を無視するものではない。単独存続よりも合併が必要という民意が示
されたことで，増穂町議会が鰍沢町との合併を議決したことは必ずしも
民意と乖離しているものとは言えない。
　ⅲ　住民投票で合併賛成が ₄ 割超を占めたこと
　平成16年12月，増穂町では鰍沢町との合併の賛否を問う住民投票が実
施され，賛成が47％，反対が52％という結果になった。賛成票と反対票
の差は385票であり，四捨五入すれば両者とも50％であって極めて賛否
が拮抗した結果である。
　このような結果から見ると，民意はどちらなのか判断するのが難しい
と考えられる。半数近くの住民の支持を受けたので鰍沢町と合併すると
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決断しても必ずしも民意を無視しているとも断定できない。
　②　他の自治体の事例から得たもの
　前項では，増穂町における住民投票とは異なる方向で合併を議決した
ことについて，蒲原町議会の対応を参考にしながら考察してきた。この
結果，増穂町議会の対応は適切であったことが結論づけられる。ただ，
蒲原町の事例と増穂町の事例には相違点も存在する。ここでは，これに
ついてまとめて論じていくことにする。
　増穂町と蒲原町の最大の相違点は，合併の賛否を問う住民投票を実施
した時期である。増穂町は合併構想が具体的に進行する前に行われてい
るが，蒲原町は静岡市との間で合併協定書が締結された後に行われてい
る。蒲原町の場合，もう少し早い段階で住民投票をすべきであったと考
えられる。
　増穂町の場合，住民投票を実施した時期は適切であったことが分か
る。もっとも，法定協議会が設置された後に中間報告という形で住民投
票にかけるという手法も考えられるが，この時期の住民投票について増
穂町ではこれを回避している。これは，住民投票の時期というよりも，
住民投票を実施することによる住民間の亀裂の拡大といった弊害が懸念
されたために，住民発議の住民投票条例案を議会で否決している。蒲原
町のように合併が決定事項となった段階で住民投票を実施することは，
住民投票の結果を尊重できずにその権威を失墜させることにもつながり
かねないので，実施する時期を慎重に検討することが必要である。この
事例からも，住民投票は実施するタイミングが重要であることが認識で
きるだろう。
第 ５章　今後の住民参加と議会のあり方
　ここまで，増穂町の合併問題に関連して住民参加制度のあり方と議会
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対応のあり方について第 ₂ 章における課題を踏まえて述べてきた。増穂
町の合併議論に関しては，住民参加も議会もそれぞれ反省すべき点が大
いにあったと言える。本章では，合併問題で町が揺れた教訓を今後の自
治体運営にどのようにいかしていけばよいのか考えていくことにした
い。また，本稿の中で解決策が打ち出せなかった残された課題も併せて
触れていくことにする。
第 １節　合併問題で揺れた教訓を活かすために
　平成の大合併は増穂町と鰍沢町の合併による富士川町の誕生で一区切
りついたとされているが，今後は「峡南市」構想など新たな合併をめぐ
る動きが生じる可能性もある。合併問題が再浮上することで町を二分し
た事態が再燃することも否定できない。今後，富士川町はいかに対応す
ることが望ましいのか述べていくことにしたい。
（ １）住民参加と議会の両立
　前述したように住民参加制度が充実してこそ，住民投票の意義があ
る。これにより，住民自治の促進につながって自治体運営にも好影響を
もたらすことになる。住民による自治体に対する政治不信が高まってい
る中，こうした住民参加を行うことで住民の政治不信を払拭することに
もつながる可能性がある。
　ここで注意しなければならないのは，議会が最終的に議決という形で
意思決定をするということである。こうして議決した場合にはこれが適
切な判断だったのか，しっかり検証する必要がある。検証委員会の設置
は非常に重要である。事後に改めて検証することで今後の議会運営の参
考になることが期待される。
　また，今回は民意と異なる形で議決をしたわけであるから，一層丁寧
な説明が求められる。最終的に判断するのは議会であるので，住民参加
による結論や民意と異なる決断をするのもあり得ない話ではない。た
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だ，その際には住民に対して真摯に説明する責任があることは言うまで
もない。住民参加制度における議論は政策の方向性を決定するうえで十
分に尊重されなければならないが，注意することは単に結論だけを重視
するのではなくて議論の過程も十分に加味して判断することである。議
会が住民参加制度をうまく活用することで住民と歩む議会，住民本位の
地方自治の運営が実現できるのである。
おわりに
　本稿では，増穂町における合併問題で浮き彫りになった住民参加と議
会の課題について述べてきた。市町村合併は単に自治体が広域化するだ
けではなく，まちの将来にも関わる自治体にとって大きなターニングポ
イントであり，主権者である住民の意向が重視されなければならない。
そのためには，住民参加制度を積極的に用いて意思決定の際の参考にす
図 １　首長・議会における住民参加制度の活用に関する概念図
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ることが求められる。ただし，注意することは住民参加制度が決して地
方自治にとっての万能薬ではないということである。このことを理解し
たうえで，議会は民主的正統性を有する合議体として合併の是非につい
て議論して決定することが必要なのである。市町村合併が首長の専権事
項ではなく，議会の議決を要することの意義について今一度しっかりと
確認しておきたい。
　住民参加制度については，議会が積極的に住民参加制度を用いること
が望ましい。これは，議会が合議体であり，議決事件という形で自治体
にとって重要な事項を決定する権限を有しているからである。市町村合
併についても例外ではない。重要な意思決定を行うには住民の意向を把
握して，それを踏まえて議会で議論することが求められる。これは，議
会の責任回避ではなく，議会における審議を有益なものにするための手
段である。また，住民間の議論を成熟させるという役割も併せて有して
いるのである。このような議会における住民参加制度について，最後に
ここでも強調しておくことにする。
　今回，本稿で取り上げた富士川町の誕生の経過，そのうち増穂町の合
併をめぐる動きは今後の住民参加のあり方を検討するうえで非常に重要
な出来事であると考えている。自治体の主要な政策を決定するうえで，
住民参加をいかに図るべきか，議会がいかに役割を果たすべきか，この
出来事に全てが集約されているのである。また，合併して誕生した富士
川町としても旧増穂町における動きを教訓として次の合併議論など自治
体の将来に大きな影響を与えるような意思決定をする際に活かせばよい
のではないだろうか。
　今後，「峡南市」の誕生に向けた動きや道州制に向けた動きなど，自
治体の存廃や将来に関わる重要な方向性の決定を行う機会があると思わ
れる。増穂町の例を教訓にしながら，住民自治の向上のために絶え間な
い努力を続けていくことが求められる。合併議論によって町を二分させ
るまでに至った状況は，決して無意味な経験ではない。新しい町になっ
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たからといって，増穂町の歴史がなくなるわけではない。富士川町にお
いてもこれを教訓にして，住民のための地方自治が実現できることを期
待したい。
　注
（ ₁ ）　鳥取県智頭町では，平成15年 ₄ 月に鳥取市周辺市町村との合併の賛否を問う
住民投票において賛成票が反対票をわずかに上回る結果となったが，町議会は
合併関連議案を否決して住民投票とは異なる方向で議決をした事例もある。
（ ₂ ）　「市町村合併の優等生」という表現は合併推進派から見た評価であり，合併
反対派から見れば全く異なる評価になることをご留意いただきたい。
（ ₃ ）　市川三郷町は市川大門町・三珠町・六郷町の ₃ 町が平成17年10月 ₁ 日に合併
して誕生した町である。この合併は ₃ 町の対等合併であったため，旧町名の「市
川」「三」「郷」を合成して名づけられたものである。
（ ₄ ）　町議会の解散請求ではなく町長の解職請求に至った理由は必ずしも明確では
ないが，町長が条例案に反対であったことから議会に否決させたというのが住
民団体側の主張である。
（ ₅ ）　この「議事機関」については，本来であれば「議決機関」とするところを「議
事機関」として権能を弱体化させているという解釈もあるが，本稿では積極的
に議員同士が議論をする場として解釈している。
（ ₆ ）　学識経験者として参考人招致されたのは，自民党推薦の成田頼明名誉教授（横
浜国立大学），公明党推薦の坂田期雄名誉教授（東洋大学），共産党推薦の榊原
秀訓教授（名古屋経済大学）である。
（ ₇ ）　平成18年 ₃ 月に静岡県より「静岡県市町村合併推進構想」が公表され，由比
町の財政状況が厳しい状況にあり，さらに生活圏の一体性が強いことなどから，
静岡市と由比町の両市町の合併という組み合わせが示された。そして，平成20
年11月 ₁ 日に静岡市に編入合併することになった。
（ ₈ ）　平成17年 ₂ 月静岡県議会定例会における県知事の発言（平成17年 ₃ 月18日）
（ ₉ ）　平成17年 ₂ 月静岡県議会定例会における県知事の発言（平成17年 ₃ 月18日）
参考資料 1：総務省／市町村合併資料／市町村数の変遷と明治・昭和の大合併の特徴
http://www.soumu.go.jp/gapei/gapei2.html
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参考資料 2：都道府県別合併の進捗状況
都道府県名
H11.3.31の
市町村数
H26.4.5の
市町村数
減少率内訳 内訳
市 町 村 市 町 村
１ 北 海 道 212 34 154 24 179 35 129 15 15.6%
２ 青 森 県 67 ８ 34 25 40 10 22 ８ 40.3%
３ 岩 手 県 59 13 30 16 33 14 15 4 44.1%
4 宮 城 県 71 10 59 ２ 35 13 21 １ 50.7%
５ 秋 田 県 69 9 50 10 25 13 9 ３ 63.8%
６ 山 形 県 44 13 27 4 35 13 19 ３ 20.5%
7 福 島 県 90 10 52 28 59 13 31 15 34.4%
８ 茨 城 県 85 20 48 17 44 32 10 ２ 48.2%
9 栃 木 県 49 12 35 ２ 25 14 11 ０ 49.0%
10 群 馬 県 70 11 33 26 35 12 15 ８ 50.0%
11 埼 玉 県 92 43 38 11 63 40 22 １ 31.5%
12 千 葉 県 80 31 44 ５ 54 37 16 １ 32.5%
13 東 京 都 40 27 ５ ８ 39 26 ５ ８ 2.5%
14 神奈川県 37 19 17 １ 33 19 13 １ 10.8%
15 新 潟 県 112 20 57 35 30 20 ６ 4 73.2%
16 富 山 県 35 9 18 ８ 15 10 4 １ 57.1%
17 石 川 県 41 ８ 27 ６ 19 11 ８ ０ 53.7%
18 福 井 県 35 7 22 ６ 17 9 ８ ０ 51.4%
19 山 梨 県 64 7 37 20 27 13 ８ ６ 57.8%
20 長 野 県 120 17 36 67 77 19 23 35 35.8%
21 岐 阜 県 99 14 55 30 42 21 19 ２ 57.6%
22 静 岡 県 74 21 49 4 35 23 12 ０ 52.7%
23 愛 知 県 88 31 47 10 54 38 14 ２ 38.6%
24 三 重 県 69 13 47 9 29 14 15 ０ 58.0%
25 滋 賀 県 50 7 42 １ 19 13 ６ ０ 62.0%
26 京 都 府 44 12 31 １ 26 15 10 １ 40.9%
27 大 阪 府 44 33 10 １ 43 33 9 １ 2.3%
28 兵 庫 県 91 21 70 ０ 41 29 12 ０ 54.9%
29 奈 良 県 47 10 20 17 39 12 15 12 17.0%
30 和歌山県 50 7 36 7 30 9 20 １ 40.0%
31 鳥 取 県 39 4 31 4 19 4 14 １ 51.3%
32 島 根 県 59 ８ 41 10 19 ８ 10 １ 67.8%
33 岡 山 県 78 10 56 12 27 15 10 ２ 65.4%
34 広 島 県 86 13 67 ６ 23 14 9 ０ 73.3%
35 山 口 県 56 14 37 ５ 19 13 ６ ０ 66.1%
36 徳 島 県 50 4 38 ８ 24 ８ 15 １ 52.0%
37 香 川 県 43 ５ 38 ０ 17 ８ 9 ０ 60.5%
38 愛 媛 県 70 12 44 14 20 11 9 ０ 71.4%
39 高 知 県 53 9 25 19 34 11 17 ６ 35.8%
40 福 岡 県 97 24 65 ８ 60 28 30 ２ 38.1%
41 佐 賀 県 49 7 37 ５ 20 10 10 ０ 59.2%
42 長 崎 県 79 ８ 70 １ 21 13 ８ ０ 73.4%
43 熊 本 県 94 11 62 21 45 14 23 ８ 52.1%
44 大 分 県 58 11 36 11 18 14 ３ １ 69.0%
45 宮 崎 県 44 9 28 7 26 9 14 ３ 40.9%
46 鹿児島県 96 14 73 9 43 19 20 4 55.2%
47 沖 縄 県 53 10 16 27 41 11 11 19 22.6%
3,232 670 1,994 568 1,718 790 745 183 46.8%
※みよし市、野々市市、長久手市、白岡市、大網白里市、滝沢市の単独市制施行を含む。
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参考資料 3：富士川町誕生までの各組織の動き
県の動き 町の動き 議会の動き 住民の動き
平成12年 ３ 月 「山梨県市町
村合併推進要
項」を作成
平成13年 ３ 月 １ 日 各町長による
合併問題懇話
会を開催
６ 月15日 町長，議長に
よる「峡南北
部 ５ 町合併研
究会」に改め
る。
平成14年 7 月15日 「三珠町，市
川大門町，六
郷 町， 増 穂
町，鰍沢町合
併協議会（任
意）」の設立
８ 月26日 先進地視察研
修として，長
野県更埴市を
訪問
11月14日 三珠町が実施
した町民アン
ケートの結果
を受けて，合
併協議会から
離脱した。
住民アンケー
トの実施（三
珠町）
平成15年 １ 月 9 日 三珠町を除い
た 4 町の将来
構想（案）に
ついて協議
２ 月 増穂町では住
民説明会を開
催し， 4 町の
将来構想を説
明
３ 月 増穂町の住民
意向調査で南
アルプス市と
の合併が優勢
住民意向調査
（増穂町）賛
成28％，反対
59.8％
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反対のうち南
アルプス市と
の合併を望む
者は57％
4 月 増穂町議会議
員選挙（南ア
ルプス派と，
鰍沢派が ８ 対
7 ）
増穂町議会議
員選挙（投票）
7 月 増穂町長選挙
（南アルプス
との合併推進
町長が勝利）
増穂町長選挙
（投票）
11月 南アルプス市
長に対して，
任意合併協議
会の設置を申
し入れ
平成16年 １ 月 ６ 日 鰍 沢 町 議 会
は，増穂町に
対して ２ 町に
よる合併協議
の申し入れ
１ 月 南アルプス市
長は増穂町と
の任意合併協
議会設置に合
意
１ 月14日 第 ８ 回合併協
議会にて市川
大 門 町 の 脱
会，六郷町と
鰍沢町の ２ 町
では，協議の
継続が困難，
合 併 協 議 会
（任意）を廃
止した。
２ 月 増穂町と鰍沢
町の住民代表
は，山梨県知
事に対して住
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民発議に係る
「同一請求の
確認申請書」
提出し，署名
活動が開始
３ 月 増穂町，鰍沢
町に署名簿の
提出
4 月 三珠町，市川
大門町，六郷
町の ３ 町によ
る合併協議会
（任意）設置
4 月 増穂町と鰍沢
町の住民代表
が同一請求代
表者として，
それぞれの町
長に対して，
「増穂町・鰍
沢町合併協議
会 設 置 請 求
書」を提出
５ 月 鰍沢町議会に
て「増穂町・
鰍沢町合併協
議会設置案を
可決
５ 月 増穂町長は南
アルプス市長
に対して任意
合併協議会の
設置を依頼す
る。しかし南
アルプス市長
は，増穂町長
に対して任意
合併協議会の
設置などの合
併協議凍結を
回答
住民の意思と議会の関係についての一考察
169
６ 月 増穂町議会に
て「増穂町・
鰍沢町合併協
議会設置案を
可決
８ 月 鰍沢町は増穂
町に対して，
合併協議会設
置を再要請す
る。
増穂町議会で
は，「増 穂 町
が鰍沢町と合
併することに
ついての町民
の意思を問う
住民投票条例
案」を可決
増穂町議会，
住民投票結果
を尊重する決
議案否決
12月 増穂町で「増
穂町が鰍沢町
と合併するこ
とについての
町民の意思を
問 う 住 民 投
票」実施，鰍
沢町との合併
反対が過半数
（賛成47％，
反対52％）
住民投票の結
果を受けて増
穂町議会は鰍
沢町議会に対
して，住民投
票条例の結果
を踏まえ鰍沢
町との合併は
事実上消滅し
た旨を文章で
通知
平成18年 ３ 月23日 「山梨県市町
村合併推進構
想」発表
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６ 月 増穂町議会市
町村合併特別
委員会，増穂
町長に対して
鰍沢町との合
併協議会の設
置を求める要
請書の提出を
採 択（ 9 対
６ ），増 穂 町
長に対して要
請書を提出。
鰍沢町議会は
両町と増穂町
議会に対して
合併協議会設
置要請書を提
出した。
9 月 増穂町長と鰍
沢 町 長 が 会
談，鰍沢町長
は合併協議会
の早期設置を
要望，増穂町
長は住民投票
の結果を踏ま
え合併協議会
は設置しない
旨を説明。
平成19年 4 月 増穂町議会議
員選挙（定数
２ 減）鰍沢派
10　南アルプ
ス派　 4
増穂町議会議
員選挙（投票）
平成19年 7 月20日 鰍沢町や市川
三郷町との合
併による市政
実現を公約と
した志村氏が
増穂町長選挙
（投票）
当選
平成19年12月16日 無投票にて石
川氏 ５ 選
鰍沢町長選挙
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平成19年10月～平
成20年 ２ 月
増穂町長，鰍
沢町長，市川
三郷町長によ
る会談，市川
三郷町は合併
し た ば か り
で，今すぐ再
合併できる状
況ではないた
め、第一段階
として増穂町
と鰍沢町が先
行合併するこ
とで合意
平成20年 4 月18日 増穂町議会は
増穂町長に対
して鰍沢町と
の合併協議会
設置を要請す
ると共に，鰍
沢町議会に対
して合併協議
会設置に関す
る要望書を提
出
平成20年 9 月 増穂町と鰍沢
町の町長，議
長，議会合併
特別委員長の
６ 者で組織す
る運営調整会
議（仮称）で
調 整 し た 結
果 ，「 増 穂
町・鰍沢町合
併協議会」（法
定）を設置と
なる。
11月 ５ 日 「増穂町の将
来 を 考 え る
会」増穂町に
おいて，鰍沢
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町との合併の
是非を問う住
民投票の実施
を求め増穂町
長に対し住民
投票条例制定
請求の署名活
動に必要な代
表者証明交付
申 請 書 を 提
出，増穂町長
は証明書を交
付，告示，署
名活動を行い
選挙管理委員
会に提出
平成21年 １ 月16日 「増穂町の将
来 を 考 え る
会」は増穂町
長に対して合
併の賛否を問
う住民投票条
例の制定を求
める請求書を
提出
２ 月 増穂町議会は
鰍沢町との合
併の是非を問
う住民投票条
例 案 を 賛 成
4 ，反対 9 で
否決する。　
３ 月 新町名を公募
により富士川
町とする。
4 月 ６ 日 「増穂町の明
日を拓く会」）
は，増穂町選
挙管理委員会
に対して，町
長の解職請求
に向けた署名
活動に必要な
請求代表者証
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明書交付申請
書を提出，選
挙管理委員会
は請求代表者
に証明書を交
付，告示町長
リコールの署
名活動を開始。
4 月 署名が法定の
３ 分の １ に達
しない事を公
表，リコール
は不成立
５ 月 合併調印式が
開催される。
両町議会 ６ 月
定例会にて，
廃置分合関連
議案が可決さ
れる。
7 月 ６ 日 両町長および
両町議長は山
梨県知事に ２
町の配置分合
を申請
9 月 山梨県議会の
審議
10月16日 廃置分合の決
定
11月 ８ 日 増穂町の住民
グループ（65
人）は甲府地
方裁判所に対
して，県の合
併決定処分差
し止め請求を
撤回し，合併
決定処分の取
消しを求める
「訴え変更申
立書」を提出
平成22年 ３ 月 ８ 日 富士川町誕生
平成22年 7 月 ６ 日 合併取消訴訟
判決　却下
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